The Reorganization of elementary school might change children’s physical strength －The Case study of Nichinan elementary school－ by Seki, Koji




Koji SEKI（Faculty of Regional Sciences, Tottori University）
キーワード：学校の統廃合，体力
Key words : Reorganization of School, Physical strength
The Reorganization of elementary school might change
children’s physical strength





































































































































































































































































































































































経験群 vs 未経験群：＊＊ ;P＜0.01，＊ ;P＜0.05
関 18
後では平均24.3±15.9分となり減少傾向であった。
　また、アンケート調査による下校後の遊び場に対する
質問を分析した結果、未経験群の男子においては、家の
中が94％で最も高く、次いで川・山が6％、その他が6
％と続き、家の周りや体育施設は0％であった。同様に､
未経験群の女子では、家の中が70％で最も高く、次い
で家の周りが30％、川・山が10％となり、体育施設、
その他は0％であった。一方、経験群の男子において統合
前は、家の中が29％、家の周りが29％と続き、次いで
川・山が19％、その他が5％となり、体育施設は0％で
あったが、統合後では、家の中が71％と最も高く、家
の周り・川・山・体育施設・その他が同率で5％となっ
た。さらに、経験群の女子において統合前は家の中が
40％、家の周りが40％と続き最も高く、次いでその他
が20％であり、川・山が0％、体育施設が0％であった
が、統合後では家の中が66％で最も高く、次いで家の
周りが13％、その他が13％と続き、体育施設が7％となっ
た。川・山は0％であった。これらのことより、下校後
の遊び場においては、未経験群は男女とも家の中で過ご
す割合が高く、経験群の男女において統合後は家の中で
過ごす割合が増加する傾向であった。したがって、統廃
合を契機に児童の帰宅後の遊び場が屋外から屋内へ変化
したことが考えられる。
　これまでの報告においても、学校の統廃合により通学
手段が徒歩からバスに変化した児童の実態調査では、
統廃合により児童の身体活動量（1日の歩数）が減少し
たことが指摘されている7)。さらに、児童・生徒の1日
の歩数と20mシャトルランや新体力テストの総合得点
と関連が報告されている8,13)。以上のことより、統廃合
による全身持久力の低下は、登下校時の徒歩時間が減少
したことや、下校時の遊び場が屋内へ変化したことなど
から、身体活動量が減少したことが一因であると考えら
れる。また、統廃合が心身の発達が著しい4年次へ進級
する際に実施されたことから、体力の発達へも敏感に
影響した可能性が推察された。
　ところで、本研究では、統廃合後の4年生以降に男子
の立ち幅跳び、女子の握力において経験群が未経験群と
比較して有意に低値を示したことから、男子では筋パワー
という筋力をコントロールして運動を行う能力の発達に
おいて、女子では筋力の発達が統廃合を契機に停滞する
可能性が考えられた。
　アンケート調査による体育の授業に対する質問におい
ては、経験群の男子において統合前では、「とても楽し
かった」が48％、「楽しかった」が48％と続き、次いで
「あまり楽しくなかった」が5％で、「楽しくなかった｣
が0％であった。統合後の男子でも「とても楽しかった｣
43％、「楽しかった」も43％であったが、「あまり楽しく
なかった」が0％になり、「楽しくなかった」が14％（3人)
であった。また、経験群の女子において統合前は、「とて
も楽しかった」が27％に対し、「楽しかった」が73％で
最も高く、「あまり楽しくなかった」、「楽しかった」と
答えた生徒はいなかった。統合後の女子でも同様に、
「とても楽しかった」が33％に対し、「楽しかった」が
67％で最も高く、「あまり楽しくなかった」、「楽しくな
かった」と答えた生徒はいなかった。このように、体育
授業に対しては経験群の女子は統合前後で「楽しかった｣
から「とても楽しかった」への割合は少し増加し「あま
り楽しくなかった」「楽しくなかった」の割合は0％の
ままで比較的ポジティブに意識しているが、男子におい
ては、統合前後で「楽しくなかった」というネガティブ
な回答が0％から14％に増加した。
　さらに、アンケート調査により放課後の遊び場を検討
した結果、未経験群の男子においては、校庭が25％と
最も高く、校舎内が19％で体育館が19％と続いた。同様
に、未経験群の女子においては、校舎内が60％と高く､
校庭が10％で体育館が10％であった。一方、経験群の
男子においては、統合前では体育館が50％で最も高く､
次いで校庭が33％であり、未回答者も多かったが、統合
後でも校庭が43％で最も高く、次いで体育館が24％、
校舎内が10％であった。また、経験群の女子において
は、統合前では校庭が47％と最も高く、次いで体育館
が53％であり校舎内が0％であったが、統合後では校舎
内の73％が最も高く、次いで校庭が20％、体育が7％で
あった。このように、男子の遊び場は統廃合に関係なく
校庭や体育館であることに対して、女子の遊び場が統合
後に校舎内へ移行した可能性が伺えた。
　これらのことから、学校教育活動内の運動機会に関し
ては、統廃合を契機に体育の授業に対するネガティブな
意識が増加したことで、自発的な運動遊びが減少し校舎
内で過ごすことが多くなった可能性が考えられる。
　しかし、A氏によると、「統合前は地域特有の得意な
種目があり、スポーツ少年団の活動が活発であったが、
統合したことによって地域特有の得意な種目がなくなっ
た。」とコメントし、学校教育活動外の地域のスポーツ
活動の実態の影響も指摘している。
　本研究のアンケート調査によるスポーツクラブに所属
に関する質問においては、未経験群の男子において、
所属88％に対し無所属は12％であった。また、未経験
群の女子においては所属が50％、無所属が50％となっ
た。一方、経験群において男子の統合前は所属が71％､
無所属が29％であり、統合後では所属67％、無所属が
33％となった。また、経験群における女子の統合前は､
小学校の統廃合が体力の発達に及ぼす影響に関する事例的研究19
所属が53％、無所属が47％であり、統合後では所属40
％、無所属が60％となった。このように、統廃合後に
おいてはスポーツクラブ（スポーツ少年団）への参加が
若干、低下傾向であることが伺えた。
　A氏より「統廃合前は、学校対抗の卓球大会やスキー
大会など各地区で得意な種目があったが、統廃合後スポー
ツ少年団の活動維持が難しくなったり、指導者不足も
問題になったために学校対抗はなくなってしまい得意な
種目もなくなってしまっている。」というコメントが得ら
れたことからも、統廃合を契機に地域のスポーツ活動へ
の参加状況が変化したことがわかる。また、統廃合を
契機にバス通学へ変化した結果、下校時間に制約が発生
することや、新しい学区のスポーツ少年団に入ることが
できないという理由もあるようである。
　スポーツ庁の体力・運動能力調査報告書14)には、男女
とも運動部やスポーツクラブへ所属している児童の方が
所属していない児童よりも体力テストの総合点は高い傾
向が示されている。また、6、7歳では運動部やスポーツ
クラブへの所属の有無による合計点の差は小さいが，
その後の両者の差は徐々に大きくなり、12～19歳におい
ても両群の差は一層開く傾向が報告されている。これら
のことは、小学校時のスポーツクラブへの所属による
多様な運動経験や運動量の増加は、体力の発達に影響を
及ぼすことを示唆している。本研究においても、心身の
発達が著しい4年生以降に統廃合後を行った本研究の児童
は、学校教育活動内外でのスポーツや運動遊びの習慣が
変化しており、多様な動きによる運動刺激が不足し筋力
や筋パワー、さらには全身持久力の発達に影響した可能
性が考えられる。
4．結語
　本研究により、日南小学校において統廃合前後で、
児童の体力の発達の様相に変化が認められ、特に全身
持久力、筋力及び筋パワーの発達が停滞することが明ら
かとなった。これらの統廃合による体力の発達は、登下校
の方法や遊び場所、さらには体育授業への意識やスポー
ツクラブへの所属など運動習慣や日常生活活動量の影響
を受ける可能性が考えられた。
　本研究は、少子高齢化が急速に進んでいる鳥取県日南
町の小規模な学校を事例とした検討であるが、今後、
我が国の多くの地域で直面する課題であると考えられる｡
したがって、統廃合の際には、学校教育活動だけでは
なく地域のスポーツ活動も考慮した子どもの体力向上に
向けた取り組みが必要となるであろう。
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